
























































































原 告 Xが、債務者の欄に被告 Y名下の記名及び捺印のある甲 1号証「金銭消費
貸借証書」を提出して貸金返還請求訴訟を提起したと仮定する。
X の主張：弟の Yは、大学卒業後も定職につかず、金を無心するので、やむな
く平成 25年 5月 1日、期限を定めないで150万円を貸付け、本件消費貸借契約

































































































































































































































































































































































































































































































































































② 　同時に、1通 cは代金1000万円の真の契約書、もう 1通 dは税務署提出用の
800万円の契約書を作成した場合
③ 　平成 29年 10月 1日付契約書 eがあるが、挙証者である原告は、「平成29年



















平成 29年 10月 2日に作成された契約書 eは、それによって原告主張の契約が
行われたものではないから処分証書ではない。では、仮に被告は契約書 eは
10月1日作成されたものだと主張する場合、被告の主張によれば eは処分証書
だということになりそうであるが、1つの書証 eが同時に処分証書であり処分
証書ではないということになるのだろうか（契約内容の一部について争いがあ
るケースなどが想定される）。
①及び④のケースについてみると、2通の処分証書が存在することになりそ
うであるが、契約の個数をどう考えることになるのだろうか。また仮に、その
うちの 1つの書証の形式的証拠力は認められるが他の書証の形式的証拠力が認
められない場合、契約の成否をどのようなに考えることになるのだろうか。
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19） 前掲注14）引用の賀集唱「契約の成否・解釈と証書の証明力」186頁は「なんとしても
不自然」であるとして、真の契約書のみが処分証書と扱われているものと憶測する、と書
いている。
ク　私見の出発点
　このように、定義の問題から浮かび上がってくるのは、文書の外においてな
される合意と、文書との関係をどのように考えるかという課題である。
前記③のケースが示唆するのは、文書の記載そのものからは何も決定するこ
とはできず、訴訟当事者が「その文書によって契約をした」と主張する場合に、
その当事者（挙証者。③の被告は eを乙号証として証拠提出することになろう）
の主張との関係で処分証書となりうるということであろう。だから、当事者の
主張内容と無関係な意味での K説は無内容というべきと思われる。そこで以
下では Y説の意味での処分証書について検討する。
思うに、一般に当事者間の合意の成立と文書作成との関係は、次の二つ場合
があると思われる。ⅰ文書作成に先行して契約の合意が成立し、立証の便宜の
ために文書を作成する場合は、文字どおりその文書は証明のために作成された
文書であり、当事者も突き詰めた意味で「よってした」とは主張しないであろ
うから、処分証書ではないと解するのが自然であろう。その場合の要証事実は、
もちろん文書の外での契約締結合意の存在である。
一方、ⅱ単に立証の便宜のための文書でなく、文書によって法律行為を行う
こととする事象もありうる（文書上の合意が完全なものとして文書外の合意を
排除するような特別な合意→§54の文献参照）。その場合は、同文書は Y説
「よって行われた」定義によく合致しよう。ただしかし、その場合の要証事実は、
単なる契約締結でなく、「文書によって契約をする合意」、厳密には、契約締結
合意と、それに加えてその契約締結を「完全に文書によることにする、という
合意」の存在となろう。
そうすると、処分証書とされる文書の有する性質・特徴である「よって行
われた」かどうかは、文書の外においてどのような合意がなされたかという事
実が確定されなければ確定できないことになる。この出発点から、私見を後に
第四で述べる。
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2　「審理してみなければ分からない」問題 
──「類型的信用文書」の登場
　訴訟になるようなケースにおいては、その証書によって法律的行為をしたか
否かが争われることが多いのだから、審理の決着が着くまでは、その証書が処
分証書であるか否かは判らない。ということは、同概念は少なくとも訴訟の審
理においては実質的な機能を果たすことはできず、Y説の意味での処分証書は
無用の概念であるということになる。
この難点を克服するためか、近時、司法研修所民事裁判教官室において「類
型的信用文書」概念が形成された 20）。
　「事例で考える民事事実認定」によれば、事実認定の枠組み及びプロセスは
次のようにして行われる。
　このような類型的な事実認定の枠組みは、様々な事実や証拠を思いつくまま
に拾い上げて羅列するような認定でなく、論理的に整理された合理的な事実認
定を行うための教育的方法として、有意義なものであるといえる。そして、類
型化につきまとう弊害である、硬直化したパターン思考に陥らないように、と
§38
§39
ⅰ　要証事実との関係で「直接証拠」があるか（同書13、47頁参照）。
ⅱ 　直接証拠として文書がある場合、それは、「類型的信用文書」か（同35、48
頁）。
ⅲ 　類型的信用文書がある場合で、成立の真正に争いがない場合は、第 1類型
として、処分証書の場合は、特段の事情の存否は問題とならず、その書証記
載内容どおりの事実を認定する（同49頁）。
ⅳ 　類型的信用文書がある場合で、成立の真正に争いがある場合は、第 2類型
として、成立の真正の立証が問題となる（その際、二段の推定が働くかが判
断の中心となる、同 50頁）。成立の真正が認められればⅲと同様の結論が確
定する。
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20） 類型的信用文書が登場する以前は、「挙証者がその文書の作成により法律行為が行われ
たと主張している文書」を「判断枠組みとしての処分証書」として、審理の結果が判明す
るまでの間は「仮説としての処分証書」である、というような整理がされていた時期があ
ると聞いている。
いう注意喚起も十分になされている（同書54頁）。
ただ、このような教育的見解は、法律実務家に大きな影響を与えるだけに重
要であり、研究者も加わって慎重に、その論理や学理的な検討（議論）がなさ
れてしかるべきではないかと思われる。
筆者自身未熟な考察にしか至っていないが、さしあたり、次の疑問点ないし
議論を深めるべきポイントを提示しておきたい。
　類型的信用文書の概念と処分証書との関係をどう解するかが問題である。同
書では、処分証書の外観を有する文書は、審理の初期の段階から、類型的信用
文書と取り扱ってよく、争いがある場合、その成立の真正が認められた時点で、
すなわち、その事案についての結論が出る時点で、処分証書であることが確定
し、特段の事情の有無を検討する必要はないとしているように読める（37頁。
なお B説もあることを説明しつつ、A説によることを示している）。
思うに「処分証書の外観を有する」とは、取りも直さず法律行為が記載され
た処分証書らしきものであることを意味しようが、その成立の真正が認められ
ることと、要証事実すなわち当事者が同文書によって法律行為を行ったことと
は、厳密には異なる事実である。従って、その文書の成立の真正が認められる
ことによって、当然に、直接に要証事実の立証ができることにはならない。そ
の要証事実が、成立の真正により直ちに認められるとすれば、同文書が Y説
による意味での処分証書である場合であるが、ここでは、その処分証書の確定
が正に問題となっているのだから、問題は循環する。文書は雄弁ではあっても
文書外のことを直接に語ることはできない（§37参照）。処分証書の外観を有
する文書の成立の真正の確定だけで、要証事実を認定することはできないので
ある。
　そうすると、処分証書の概念を用いるとすれば、処分証書らしき文書の成立
の真正に加えて、その文書が処分証書であることが別途確定されなければなら
ない。これを行うことは、　処分証書らしき文書の成立の真正＋処分証書であ
ることの確定　、という 2つの立証命題を立てていることになる。しかし、そ
うであるならば、最初から、文書の外にある「甲1によって金銭消費貸借契約
§41
§42
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を締結する合意」の存否が立証命題であると解す方がよいのではなかろうか。
これを本来の立証命題とすれば、その書証はもちろん重要ではあるがあくまで
も立証手段である点は通常と変わらない。この立証命題が充足されるときは、
同時に処分証書であることも確定することになるが、比喩的にいうと、「飛車」
が「竜」に成る一手により相手玉が詰む場合、処分証書性が確定する（竜にな
る）と同時に要証事実の立証が成る（王が詰む）わけであるが、審理の目的や
訴訟の結果は、あくまでも「王が詰む」ことであろう。書証の成立の真正＋そ
の書証の処分証書性の確定は、重要ではあろうが、審理の目標である立証命題
との関係では、なお手段と位置付けられるのではないだろうか。
　この考察からも、次のような考え方が導かれる。そもそも実体法上の理解と
して、いわゆる処分証書によって法律行為が行われるという法現象は、§33、
§37でも述べたところであるが、「書面によって法律行為を行う合意」が書面
外で行われ、その実行として（たとえ同時であったとしても論理的には合意が
先行して）書面が作成されていることではないか。そのように見るのが実体に
合致しているのではないであろうか→§54以下。
3　審理の枠組みが処分証書の形式的証拠力に集中する問題
⑴　問題の所在
　本モデルケースで、主たる書証である甲1消費貸借契約書に加えて、甲 2（領
収書）が提出されたとする。中心となる書証以外の証拠や間接事実は、主要事
実（要証事実）を推認させるものではあるが、主要事実の直接証拠ではない。
争いのある主要事実である Yの消費貸借契約締結の意思の唯一の直接の根拠
は、成立の真正が認められた甲1ということになるのである。
　このような事実認定の検討が行われる場合、当然、甲2（領収書）の存在や
Yの借入の動機、Xと Yとの関係や交渉経緯、甲 1作成時の事実関係、資金交
付に関係する事実関係やその後の事情等の間接事実や証拠が検討されることに
なる。そして、認定できる場合、信用できる証拠の総合的検討により、甲 1の
成立の真正や特段の事情が存在しないことの認定ができたのであろうが、その
§43
§44
§45
「処分証書」概念と「三段の推定」を巡って
109
場合は同時に、Yは Xから金を借りる意思のもとに甲1を作成したという、厳
密に言うと甲 1を離れた Yの意思の存在が認定できているはずである。すなわ
ち、§17でも述べたとおり、間接事実群は甲1の成立の真正の認定にも働くし、
同時に、本来の要証事実の認定にも働くのである。
　この「間接事実の補助事実的機能」について、「事例で考える民事事実認定」
は、ダブルチェック、すなわち、直接事実から主要事実を認定することと並行
的・重畳的に間接事実から主要事実を推認できるかを検討するのが望ましい
としている（同書15、54頁）。この点は、同感であるが、ただしかし、この考
え方の枠組みは、なお、直接証拠たる書証が主、間接事実からの推認を従とし
ている点でなお問題なしとしない。
⑵　直接証拠（書証）を重視する見解
　たしかに、従前から、直接証拠の意義を重視する考え方は存在していた。例
えば、伊藤滋夫教授は、Y－A説を取り、形式的証拠力のある売買契約書があ
れば直接に（何ら他の事実の認定を介在させることなく）同契約書記載の売買
契約が成立したことが当然に認められる、この契約書それ自体によって売買契
約の成立が当然に認定できる、等述べる（伊藤「事実認定の基礎」（有斐閣
1996）34頁）。そして、間接事実については、直接証拠があって信用できるこ
とが明らかになればその直接証拠によって要件事実を認定するという方法によ
ればよく、間接事実によって要件事実を推認するという方法によるべきではな
い、等述べる（同80頁）。
　このような考え方の枠組みは、大島眞一「新版完全講義民事裁判実務の基礎・
発展編」（民事法研究会2016）220頁にいう、「直接証拠型」に該当すると思わ
れる。そして、これらは「補助事実的機能を果たす間接事実」を、補助事実の
機能に専念させる説ともいえよう。
⑶　間接事実も重視する見解
　土屋文昭・林道晴編著『ステップアップ民事事実認定』（有斐閣2010）62頁
§46
§47
§48
§49
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は次のように指摘する。「処分証書がありながら訴訟までに至る事案において
は、特段の事情が認められて、文書に記載されたとおりの意思表示その他の法
律行為がされたとは認められない事案が決して少なくない」「つまり、処分証
書の形式的証拠力が認められる場合に、当然に実質的証拠力もあると安易に考
えると、間違った事実認定をする危険がある」［森純子執筆］21）。このような注
意喚起は、若手裁判官に警鐘を鳴らす趣旨で、「二段の推定」でも同様に行わ
れているものと認識しているが、「三段目の推定」の場面でも同様の注意喚起
が必要であることを示しているともいえよう。そうならないようにするために
は、やはり、重要とはいえ書面の形式的証拠力を過度に重視せず、背後にある
間接事実や事情から、本来の立証命題の認定を丁寧に行うというマインドが必
要とされるのではなかろうか。
　この点、前掲注14）賀集唱「契約の成否・解釈と証書の証明力」181頁以下
は、大意、次のように述べている。
コミュニケーションの過程で用いられる記号は、あたかも真空のなかで存在する
かのように、固定化して考えることはできないし、完全な指示機能をもつ記号はあ
りえず、その意味は多義的で、その使用される状況から全く独立に機能しうるもの
ではない（190頁）。重要なのは、コミュニケーションの送り手がその記号に託した「意
味」である。裁判における証拠の評価も、文書については、それが当時においてあ
らわそうとした意味を、裁判官は汲み取らなければならない（191頁）。文書の実質
的証拠力とは、文書の記載内容の真実性と同義語として用いられているけれども、
記載内容の具体的な意味が分からなければ、その真偽を判定することはできない。
ある文書が処分証書にあたるかどうかを判定するには、その前提として、当該文書
を作成した意図ないしねらいを確かめておかなければならない（191頁）。文書の成
立の真否については、作成者とされている者自身の「意思」はかなり重視されるが、
§50
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21） 前掲注13）『民事訴訟における事実認定』22頁も同旨。また二段の推定の場面で同旨と
して、須藤典明「文書成立の真正の推定」（『判例から学ぶ民事事実認定』ジュリスト増刊
2006）56頁、前掲『民事訴訟における事実認定』135頁以下、前掲注 11）加藤新太郎編著『民
事訴訟実務の基礎』134頁［村田渉執筆］など。
それならば、実質的証拠力（証明力）の検討にあたっても、作成者が伝えようとし
た具体的な思想ないし意思を問題とするのが筋であると思われる。ところが、とく
に処分証書の場合には、いつのまにか、それが文書の客観的な記載内容にすりかえ
られていはしないだろうか（209頁注（35））。
賀集判事は、いわゆる処分証書の性質を持つ文書であっても、記載された内
容の意味は、文書の外にある当事者の意思を重視して受けとめなければならな
いケースがあることを示唆しているように思われる。「文書の客観的な記載内
容にすりかえ」と言われるところは、処分証書の形式的証拠力が認められると
きにその記載内容から直接に当事者の法律行為の存在及び意味まで規定してし
まうことの問題点を示唆するものと解することができるのではないか、と感じ
られるところである。
　§48で引用した大島眞一・前掲 219頁以下では、直接証拠型も紹介しつつ、
大島判事自身は「総合判断型」、すなわち主要事実の認定のために、成立の真
正の認められた契約書に加えて、そのほかの間接事実も総合的に判断する方法
が妥当であるとの考えが述べられている（221頁）22）。
　これらの見解は、実務家のプラクティスの問題であるから、どのように実践
されるかはそれぞれの実務家次第であって、枠組みによる差異は大きくないか
もしれない。しかし、やはり、後者の考え方の方が、より民事紛争の実態に沿
うもので市民にとってより了解しやすい枠組みであろうと思う。実務家の意見
として、二段の推定の局面についても、二段の推定だけで判決を書くと冷たい
判決になりがちであるから、使える場面でも使わないことが多いとか、当該法
律行為自体の存在を二段の推定によることなく認定できるかどうかにも意を払
§51
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22） 大島同書220頁では、総合判断型による場合、書証成立のために考慮する事実を、契約
書の筆跡や印鑑の保管状況等契約書に関する事情のみに基づいて判断すべきとされるが、
成立の真正という立証命題を認定するにあたっては、それ以外の間接事実も補助事実とし
て機能するのが自然であり、なぜ排除されるべきなのか、筆者には理解できていない。こ
の点、実質的に説の分岐を生じるポイントの1つになると思われる。
うと判断の確実性が増すとか、第1類型と第 2類型（→§39）でも処分証書だ
けに頼ることは好ましくなく、やはり色々な間接事実の総合判断が重要だ、と
いうようなことを耳にすることもある。
　そもそも、直接証拠といっても、主要事実を推認させる間接事実との差異は
程度の差異であり、推認の過程が直接的であるというにすぎないのである 23）。
程度問題であることを、絶対的に枠組みが異なるものであるかのように扱うこ
とは、危険な面があるのではないかと感じられる。
第四　私見の提示─「書面外の合意先行」説
1　書面外の合意が先行する
　第三において、定義の問題、審理してみなければ分からない問題、審理が形
式的証拠力に集中する問題をそれぞれ検討し、論理的に、あるいはプラクティ
スにおいて当事者の意思も重視する姿勢の側面から、文書外の当事者の合意を
要証事実として認識することによる解決法、及び従前言われる処分証書の概念
に合致するのは「書面による」特殊な合意が存在する場合ではないかという見
解の出発点を記した（§37、§42）。以下、この私見を、契約の場面に限定して、
まとめとして記しておきたい。
　⑴契約が締結される際、書面が作成されることが殆どであるが、書面が作成
される全ての場合において、書面の作成に先行する当事者間の何らかの合意が
存在するはずである。当事者間で交渉が行われた結果としての合意に基づいて
契約書が作成され双方が調印する場合はもちろん、一方が先に作成した書面に
より契約申込みが行われ、他方がこれを承諾して調印する場合でも、論理的に
は他方の、文書外に生じた承諾意思が、文書への調印を通じて表示されるとみ
ることは可能であろう（後者の場合は、論理的な意義しかないだろうが、現実
には承諾意思を生じさせるために、当該契約条項をなす文書の他に様々な働き
かけがあるはずである）。
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23） §47前掲伊藤滋夫「事実認定の基礎」83頁注（1）。
　⑵書面を契約成立の証拠として民事訴訟を提起する場合、要証事実は、概括
的にいえば、「○年○月○日原被告間における○○契約締結」となるが、挙証
者が、「書面によって契約が締結された」と主張する場合、その主張の趣旨には、
二つの場合がありうる（→§37）。すなわち、ⅰ立証のために書面を作成した
場合、ⅱ書面によって法律行為を行う特別な合意があり、それに基づいて書面
が作成される場合である。いずれの場合においても、書面との関係でいえば、
要証事実は書面の外においてなされた合意の存在である。
　ⅱの書面によることの特別な合意としては、いくつかのケースが考えられよ
う（→§60）。この点、滝沢昌彦教授による、契約の成立と書面の関係につい
ての研究が参考になる 24）。滝沢教授は、契約書を作成すること自体が意思表示
で（Y説の理解）、その形式的証拠力が認められれば契約の成立が当然認定さ
れることになるが、その論理どおりにならないケースがあることを紹介され
（1008頁以下）、同形式的証拠力が認められたとしてもその意思表示と矛盾す
る合意がなかったことの証拠にはならず、書面上の意思表示と矛盾する合意が
存在する場合には処分証書のどおりの契約を認定できないことがあること等を
明らかにされている（同1013頁）。
　ただ、本稿は、処分証書概念の訴訟実務において果たすべき機能という点に
絞って再考するものであり、処分証書らしき書証による契約成立が主張される
場合に、同書証取扱いの問題を、文書外の当事者の合意を要証事実として認識
する方法により解決することを提案するにとどまるものである。
2　私見による帰結
⑴　私見の内容
　私見（提案）の帰結としての内容を、本モデルケースに当てはめる形でまと
める。
ⅰ　Xは甲 1により XY間本件消費貸借契約が成立したと主張している。そ
§56
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24） 滝沢昌彦「処分証書による法律行為の証明」一橋法学13巻 3号（2014）1007頁以下。
こで、裁判所は、甲 1記載の契約内容・その日付等と X主張の契約内容・そ
の成立日等を対照検討し、そのずれが有意に大きい場合には、甲1の実質的証
拠力は、特に強くないといえるので、成立の真正が認められた甲1は他の間接
事実同様に要証事実を推認する機能を果たすに過ぎない。
ⅱ　特にずれがない場合、要証事実であり争点である本件消費貸借契約の成
立を、甲 1の成立の真正を中心において審理し、それが認められる場合は、特
段の事情がない限り要証事実を認定する。この場合でも、甲1はあくまでも立
証のための手段だから、甲1の実質的証拠力だけに依拠するのでなく、総合的
な判断（→§51）を行うことが望ましい。
XY間の人間関係や経緯といった間接事実は、甲 1の作成についての補助事
実として機能するが、要証事実推認のための間接事実としても機能する。市民
のために分かりやすく納得感のある判示方法としては、なるべく丁寧に間接事
実による認定過程を判示するのが相当であると思われる。
　ⅲ　もし、Xが、本件消費貸借契約は甲1によって行うという特別な合意が
あったと主張する場合、裁判所は釈明して、例えば、書面外の合意を一切排除
する、あるいは抵触する合意を排除する、あるいは、書面外の合意や事情によ
る書面内容の補充・解釈を許容する、あるいはしない等いかなる合意があっ
たと主張するのかを明確にさせる 25）。そして、その主張内容に応じて要証事実
は変化する。甲1は、釈明を通じて定まった争点＝要証事実の立証のための書
証であり、書面によって合意がなされたという主張からして、従前言われる処
分証書に該当しうることになるが、要証事実はあくまでも書面外の合意である
から、事実認定の構造や判決のロジック等は、突き詰めればⅱと変わるところ
はない。
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25） これらの合意のバリエーションについて、滝沢前掲注 24）1018頁以下「処分証書の合
意の 3つの命題」を参考にさせていただいた。但し、私見は、合意の内容としては様々な
ものがありえ、処分証書の合意というものの内包を一律に決定できる性質のものではない
と考えるし、そもそも処分証書という用語を使用する必要性がないのではないかと考える
ものである。
　結局のところ、これらの審理及び判決のロジックにおいて、処分証書という
中間概念は必ずしも使用する必要がないことが分かる。なお、類型的信用文書
という概念は、通常重要な証拠力を持つ文書というくらいの意味合いであるか
ら、教育的場所を離れたところでは使用する必要性は必ずしもないのではない
かと思われる。
⑵　私見と実務への影響
　私見は、「処分証書」という概念を訴訟実務で用いた場合の問題点を指摘し、
その概念及びその元になる認識の枠組みを明確にしようとする試みであった。
結論として、かかる中間概念を用いなくとも、十分に実務として運用できるの
ではなかろうか。⑴で述べたように、事案の処理について、現行実務を実質的
に変えるものではないものと思われるからである。
　ただ、私見のように、要証事実を事案に応じてより厳密に認識しようとする
試み（その反面で不要な中間概念の使用はやめる）は、教育的な場面において、
学修者や司法修習生をして、中間概念をケースにあてはめる際の混乱や（例：
§35に掲げた複数文書のケース）、パターン化した思考に陥ることを未然に防
ぐだけの一定の効果が認められるのではないかと考えている。
　本稿の未熟な問題提起が、今後に開かれた議論に一定の視点を提供すること
になることを願う。
第五　終わりに
「処分証書」については、司法研修所の民事弁護教官を拝命し司法修習生を
教えていた頃から（平成 20年～ 22年）、その概念について、私自身よく分か
らないでもやもやとしていたところであり、また、パターン化思考に陥りがち
な司法修習生に、どのように指導するのがよいのか、悩みが多かった問題の 1
つでした。
植草先生は、民事弁護教官の先輩でもある経験豊富な先達であり、間近にそ
の謦咳に接することができたことは、私自身の職業人生にとり大変幸福なこと
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であったと感じております。その植草先生のご退職記念号に、本稿を掲載でき
たことは僥倖に感じています。
（きょうの・てつや　筑波大学法科大学院教授）
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